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第２章 

～宇佐市の子どもと家庭を取り巻く

環境～ 
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資料：各年１０月１日住民基本台帳 

 

 

 

（１）人口・世帯数の推移 

令和５年の人口数は 5２,８９３人、世帯数は 2６,０３９世帯で、人口数は年々減少しているも

のの、世帯数は上昇傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の人口動態等 １ 

55,802 54,998 54,177 53,455 52,893 

45,848 45,323 44,817 44,385 44,041 

6,228 6,027 5,812 5,633 5,518 
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（旧）院内町



7 

 

（解説）

年少人口　　：15歳未満の年少人口層
生産年齢人口：15歳から65歳未満の人口層で労働力の中核層

高齢人口　　：65歳以上の老人人口層

資料：各年１０月１日住民基本台帳 

資料：本市庁内資料 

（２）年齢階層別人口の推移 

15 歳未満の年少人口と、15 歳～64 歳の生産年齢人口の減少傾向が続き、少子高齢化が進ん

でいます。また、６5歳以上の高齢人口も令和３年をピークに減少しており、人口減少も進んでい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）小学校・中学校の児童生徒数の推移 

小学校及び中学校の児童・生徒数は、ともに減少傾向が続いています。平成 30年と令和５年で

比較すると小学校の減少が顕著に現れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

総人口 58,233 57,704 57,139 56,509 55,802 54,998 54,177 53,455 52,893

０－１４歳 7,004 6,888 6,770 6,647 6,524 6,346 6,157 5,988 5,840

１５－６４歳 31,984 31,308 30,702 30,045 29,416 28,668 28,034 27,583 27,312

65歳以上 19,245 19,508 19,667 19,817 19,862 19,984 19,986 19,884 19,741
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平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

中学校 1,373 1,371 1,349 1,373 1,376 1,371

小学校 2,778 2,763 2,696 2,653 2,553 2,524
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資料：大分県公衆衛生年鑑 

資料：本市庁内資料 

（４）社会動態・自然動態の推移 

社会動態の転入は大分県、本市ともに微少ですが増加傾向です。 

自然動態について出生数は減少傾向であり、すべての年度で死亡が出生を上回っていることか

ら、自然減となっています。 

 

 

 

 

 

 

転入 転出 転入 転出 転入 転出 転入 転出 転入 転出

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

大分県 39,055 40,856 36,523 39,306 35,958 38,293 40,229 38,836 40,792 40,426

宇佐市 1570 1843 1440 1734 1409 1687 1756 1744 1981 1818
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社会動態（転入・転出）の推移

345 326
284 291 280

231

871 831 845 858 896
959

平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

宇佐市 自然動態（出生・死亡）の推移（単位：人）

出生 死亡
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資料：政府統計 

資料：大分県公衆衛生年鑑 

（５）婚姻・離婚数の推移 

婚姻数は減少、離婚数は、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）出生率の推移 

本市の合計特殊出生率は、減少傾向となっています。 
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H29

H26-

H30

H27-

R1

H28-

R2

H29-

R3

H30-

R4

R1-

R5

大分県 1.56 1.59 1.61 1.63 1.58 1.57 1.56 1.55 1.53 1.44

宇佐市 1.73 1.78 1.83 1.75 1.70 1.65 1.63 1.60 1.56 1.39

1.56 
1.59 1.61 1.63 

1.58 1.57 1.56 1.55 1.53 
1.44 

1.73 
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1.70 
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：
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出生率の推移（合計特殊出生率）

（解説）

合計特殊出生率とは・・・
一人の女性が一生に産む子どもの平均数を示します。

出産適齢期（15歳から49歳までの女子）の女子が生涯に生む子どもの数の目安になります。
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宇佐市 婚姻・離婚数の推移（単位：組）

婚姻 離婚
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資料：国政調査 

（７）世帯構成の推移 

核家族世帯は、ほぼ横ばい状態で推移していますが、3 世代の家族は 1/3 に減少しています。

1人親世帯と単独世帯は年々増加しており、家族の単位が少数化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）児童人口の推計 

区域別の児童人口（0歳～5歳、6歳～11歳）の将来推計は、安心院区域、院内区域について

は若干の増加が見られますが、本市全域としては減少することが予想されます。 

  ＜宇佐区域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査

11,579 

11,864 

11,865 

11,639 

13,430 

12,893 

1,494 

1,634 

1,922 

2,059 

2,088 

2,144 

3,072 

2,484 

2,021 
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1,413 

1,092 

4,195 

4,883 

5,465 

6,007 

6,559 

6,973 
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平成１２年

平成１７年

平成２２年

平成２７年

令和２年

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年

核家族 11,579 11,864 11,865 11,639 13,430 12,893

一人親 1,494 1,634 1,922 2,059 2,088 2,144

３世代の家族 3,072 2,484 2,021 1,866 1,413 1,092

単独世帯 4,195 4,883 5,465 6,007 6,559 6,973

宇佐市 世帯構成の推移（単位：世帯）

令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

０～５歳 1,536 1,474 1,442 1,363 1,317

６～１１歳 2,190 2,104 1,961 1,898 1,774
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宇佐区域 就学前児童の人口推計
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＜安心院区域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜院内院区域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

０～５歳 104 111 121 131 135

６～１１歳 131 123 113 99 90
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安心院区域 就学前児童数の推計

令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

０～５歳 83 82 80 84 87

６～１１歳 102 107 107 112 118
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院内区域 就学前児童数の推計

（解説） 

推計方法：コーホート変化率法 使用 

※コーホート変化率とは、各コーホート（同じ年又は同じ期間に生まれた人々の集団）について過去における実績

人口動態から「変化率」を求め、それに基づき推測する方法。 

使用データ：住民基本台帳の実績人数 
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資料：国政調査 

資料：本市庁内資料 

（９）男女別就業者数の推移 

就業者数は人口の減少に伴い、男性は年々減少傾向ですが、女性労働力はわずかですが増加傾向

になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）産業別就業者数の推移 

本市の労働力の状態は人口減少の影響もあり、就業者数は平成１７年から令和２年度にかけて

約 5,000 人減少し、産業別就業者数では 1 次産業が約 1,800 人、２次産業が約 1,400 人の減

少となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年 令和２年

不詳 1,174 567 2,228 1,129 3,244 2,962 3,824 3,384 6,103 5,602

非労働力 12,080 28,307 12,568 28,440 13,086 27,287 14,284 26,739 13,070 23,534

労働力 39,250 26,848 38,290 27,110 36,825 26,874 34,772 26,751 32,926 27,024
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26,813 
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宇佐市 労働力の状態（１５歳以上）（単位：人）

就業者 完全実業者 家事 通学 その他
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資料：国政調査 

資料：本市庁内資料 
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資料：本市庁内資料 
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（１）調査目的 

令和６年度までを計画期間とする、現在の「第２期宇佐市子ども・子育て支援事業計画」を改

定し、令和７年度から５年間を計画期間とする新たな計画の策定にあたり、同計画で確保を図る

べき教育・保育・子育て支援の量の見込みを推計するため、また、本市の子育て支援施策の充実

を図るため、市民の教育・保育・子育て支援に関する現在の利用状況や今後の利用希望等を把握

する。     

（２）調査地域 

   市内全域 

（３）調査対象者 

   住民基本台帳から０歳〜小学校 4年生までの全世帯抽出（世帯重複ないよう抽出） 

   ※未就学児と小学校が重複する世帯は、未就学児を優先する 

（４）調査期間 

   令和６年３月４日（月）～令和６年３月１８日（月） 

（５）調査方法 

郵送発送、郵送回収及びWEB 回答による無記名回答方式 

（６）回収状況 

 

就
学
前 

配布件数 郵送回答数 WEB回答数 合計回答数 有効回答率 

1,539  585  341  926  60.2%  
 

                         

小
学
生 

配布件数 郵送回答数 WEB回答数 合計回答数 有効回答率  

808  248  134  382  47.3%  
 

 

   

合
計 

配布件数 郵送回答数 WEB回答数 合計回答数 有効回答率  

2,347  833  475  1,308  55.7%  
 

 

 

ニーズ調査の概要 ２ 
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小学生

ニーズ調査結果（抜粋） ３ 

子育ての環境や支援への満足度（対象児童別） 

【 対象児童別 】 

１．就学前 ：低い～少し低いと感じる人の割合（不満足）＝２９％ 

       高い～少し高いと感じる人の割合（満 足）＝２７％          

２．小学生 ：低い～少し低いと感じる人の割合（不満足）＝３２％ 

       高い～少し高いと感じる人の割合（満 足）＝２４％ 

調査結果：就学前児童は満足度が高いと感じる割合と低いと感じる割合が均衡している。小学生

は満足度が低いと感じる割合が３２％となっている。 

子育ての環境や支援への満足度（比較） 

【 前回比較 】 

１．就学前 ：低い～少し低いと感じる人の割合（不満足）＝３０％ ➡ ２９％ 

       高い～少し高いと感じる人の割合（満 足）＝２８％ ➡ ２７％ 

２．小学生 ：低い～少し低いと感じる人の割合（不満足）＝３４％ ➡ ３２％ 

       高い～少し高いと感じる人の割合（満 足）＝２４％ ➡ ２４％ 

調査結果：就学前児童、小学生ともに満足度が低いと感じる人の割合が減少し、高いと感じる 

     人の割合は大きな変化はない。 
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満足度が低い～普通の人の理由（対象児童別） 

【 対象児童別 】 

１．就学前 ：「遊べる場所」「出かける場所」がないと感じる人が多い。         

 

２．小学生 ：「遊べる場所」「出かける場所」「子育てを支援する施設やサービス」がないと感じ

る人が多い。 

 

調査結果：就学前児童、小学生ともに「遊べる場所」「出かける場所」がないと感じる人が多い。 

          

 

・子育てを支援する施設やサービスが

不足している

・地域の雰囲気が子どもや子育て家庭

に協力的でない

・親子で気軽に出かけられる場所がな

い

・子どもが安心して遊べる場所が少な

い

・地域で子育てをする設備が整ってい

ない

・同年代の子どもが少ない

・その他
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満足度が低い～普通の人の理由（比較） 

【 前回比較 】 

１．就学前 ：「遊べる場所」「出かける場所」が少ないと感じる人が多い。 

                                   

２．小学生 ：「遊べる場所」「出かける場所」「施設やサービス」が少ないと感じる人が多い。    

 

調査結果：前回同様、就学前児童、小学生ともに「遊べる場所」「出かける場所」が少ない 

     と感じる人が多い。また、他の項目も前回調査と大きな変化はない。 

      

就学前 小学生 
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就学前 小学生 

 

60.4

39.8 38

14.3
8.3

17.4

2.3

57.9

42.1
48.7

26.3

11.4 13.6
7

0

10

20

30

40

50

60

70

H30 R5

 

34.3

56.5

29.6

13

2.8

29.6

3.7

52.4
47.6

22.6

11.9
8.3

17.9

6

0

10

20

30

40

50

60

H30 R5

満足度が少し高い～高い人の理由（対象児童別） 

【 対象児童別 】 

１．就学前 ：「子育てを支援する施設やサービス」が充実していて「親子で気軽に出かけ         

られる場所がある」と感じている。    

 

２．小学生  ：「子育てを支援する施設やサービスが充実している」とする割合が最も高く、次 

いで「地域の雰囲気が子どもや子育て家庭に協力的である」と感じている。 

 

調査結果：就学前児童、小学生ともに「子育てを支援する施設やサービスが充実している」「地域

の雰囲気が子どもや子育て家庭に協力的である」と感じている。 

          

 

・子育てを支援する施設やサービス

が充実している

・地域の雰囲気が子どもや子育て

家庭に協力的である

・親子で気軽に出かけられる場所が

ある

・子どもが安心して遊べる場所が多

い

・地域で子育てをする設備が整って

いる

・同年代の子どもが多い

・その他  
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満足度が少し高い～高い人の理由（比較） 

【 前回比較 】 

１．就学前 ：「施設やサービス」「出かける場所」が充実していると感じる人が多い。他の項目につい

ても大きな変化はみられない。         

 

２．小学生 ：「子育てを支援する施設やサービスが充実している」と感じる人が増加した。 

       「地域の雰囲気が子どもや子育て家庭に協力的である」の割合は減少している。 

 

調査結果：就学前児童は「親子で気軽に出かけられる場所」「子どもが安心して遊べる場所」が多いと

答えた人の割合が増加した。小学生では「子育てを支援する施設やサービスが充実している」「地域

で子育てをする設備が整っている」の割合が増加した。 
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・困った時の相談体制の充実 

・医療費にかかる費用の軽減 

・通園、就学にかかる費用の軽減 

・経済的な支援 

・保育所等の充実をはじめ子どもを預かる事業の拡充 

・育児休業・短時間勤務制度の利用促進 

・出産・子育てによる退職後に就業を希望する場合の再就職支援 

・仕事と子育ての両立の推進に取り組む事業所への支援 

・小児医療体制整備など子どもへの健康支援 

・周産期医療体制の充実など妊娠・出産の支援 

・ファミリー向け賃貸住宅の優先入居 

・親子を対象とした地域における子育て支援事業の推進 

・子どものための設備、交通機関などにおけるバリアフリーの推進 

・自然・社会体験、ボランティア、スポーツ活動などの事業推進 

・男性の働き方の見直し、育児参加等の啓発活動 

・障がいのある子どもへの支援 

・放課後児童クラブの環境やサービスの充実 

・子どもの貧困対策を推進する 

・その他 

子ども・子育て支援において重要なものは（対象児童別） 

【 対象児童別 】 

１．就学前 ：「経済的支援」「通園、就学にかかる費用の軽減」や「医療費の軽減」を重要とする意見が

多い。 

２．小学生 ：「就学費用の軽減」「経済的な支援」「医療費の軽減」が重要と考えている。          

 

調査結果：就学前児童、小学生ともに「経済的支援」「通園、就学にかかる費用の軽減」「医療費の軽減」

が重要と考えている。 

 

          

子ども・子育て支援において重要なものは（比較） 

 【 前回比較 】 

１．就学前 ：「子どもの通園、就学にかかる費用の軽減」とする割合が最も高く、次いで「経済的な

支援」が多い。「仕事と子育ての両立推進に取り組む事業所支援」や「育児休業・短時

間勤務制度の利用促進」の増加率が高い。 

  

２．小学生 ：「こどもを預かる事業の充実」「小児医療体制整備」が前回と比較して減少している。 

 

調査結果：就学前児童、小学生ともに「経済的な支援」が最も重要と考えている。 
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 ※前回との比較がない指標は、今回追加されたものです 
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【宇佐市のこども食堂を利用したことがありますか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.3

63.3

28.4

就学前

利用したことがある 利用したことがない 子ども食堂があることを知らなかった
 

12.1

70

18

小学生

利用したことがある 利用したことがない 子ども食堂があることを知らなかった

その他 

・就学前、小学生ともにこども食堂について知っている人が６割以上いる 

【ヤングケアラーという言葉を知っていますか】 

 

68.5

12

19.5

就学前

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない

 

76.3

9.1

14.7

小学生

言葉も内容も知っている 言葉は知っているが内容は知らない

言葉も内容も知らない

・就学前、小学生ともにヤングケアラーについて知っている人が７割程度いる 

【現在、あなたの周囲の子どもの中でヤングケアラーに該当すると感じる子どもはいますか】 

 

5.3

94.7

就学前

いる いない

 

8.8

91.2

小学生

いる いない

・就学前で 5.3％、小学生で 8.1％がヤングケアラーに該当する可能性がある 


